
　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は、当

社事業運営に格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　ここに、当社第５２期事業年度の営業概況と決算内容のご報告並びに今後の

経営方針についてご説明申し上げます。

　当期はセコムグループの一員として、「新生パスコ」の旗印のもと、全社の

機構改革、人員の適正配置、新事業創出のための積極的投資等、かつてない思

い切った施策を実施いたしました。また,当社とセコムグループのノウハウ・経

営資源を活用して、民間市場へも事業拡大を目指したデジタルマッピング技術

を基盤とした新情報サービスの提供に積極的に着手致しております。おかげ

をもちまして、財務体質の改善、収益力の向上等は当初の目標どおりに進み、

一定の成果が得られたものと考えております。

　しかしながら、経営再建の完遂までには今少し時間を要すると思われます。

当社といたしましては、役員はもとより全社一丸となって最大の課題である復

配の早期実現に向けてまい進して参ります。

　また、去る５月２３日、公正取引委員会による独禁法被疑対象企業となった事

態を重視し、当社における法令遵守体制の一層の強化を図り、かつ安定的な経

営基盤の確立を期するものであります。

　株主の皆様には何卒倍旧のご支援ご指導を賜りますようお願い申し上げます。
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営業の概況

■営業の経過及び成果

　当期のわが国経済は上半期に底を打ち、緩やかな回復基調に入っ

たと考えられておりますが、企業実感としては今一つ力強さに欠け

ているように思われます。また、当社の主要な事業領域である官公

需につきましては、財政逼迫状態が続く地方公共団体市場の低迷が

顕著でありました。しかしながら、中央官庁市場は大型の補正予算に

よる経済対策の実施によって、比較的堅調に推移いたしました。

　このように全体としては、相当に厳しい市場環境下でありましたが、

当社はＧＩＳ（地理情報システム）技術を軸とした積極的な技術提案

と組織的な営業活動を展開することにより、受注確保に努めました。

　当社は前期に株主の皆様をはじめ関係各位のご理解とご協力の

もと不動産及び不動産関連事業撤退による不良資産圧縮等の財務

内容健全化施策を実施いたしましたが、これに引き続き当期に抜本

的な経営再建策を実行いたしました。具体的には、新生パスコとし

て再出発すべく平成１１年６月２９日開催の株主総会において経営陣

の刷新を行うと共に、同年８月１０日付の無償減資と８月１２日付のセコ

ム株式会社の引き受けによる第三者割当増資を実施し、繰越損失を

大幅に圧縮し財務体質の強化を図ることができました。

　なお、セコム株式会社は本増資引き受けによって、当社株式の

６７.４９％を保有することになり、当社はセコムグループの一員として

測量・計測、建設コンサルタント、情報システムの３つの分野から構成

される情報技術事業に専念し、事業展開することになりました。

　このような新しい展開の中で、当社は経営の基本方針に『スピード

経営』を掲げ、意思決定のスピードアップと経営の透明性を高めるこ

とに注力いたしました。また、「スピード」、「イノベーション」、「チャ

レンジ」を行動指針として定め、戦略的協議機関としての「経営会議」

の設置、本社及び支社組織の再編成など大幅な機構改革を実施い

たしました。

　また、当社は当期より期中での経営状況を的確に把握し、実態に

即した期間売上及び期間損益をより適正に表示するため、工事完成

基準に加え長期の請負業務について工事進行基準を採用いたしま

した。

　当期の業績は、受注高４５５億９３百万円（前年同期比２.８％減）、売

上高４５４億４５百万円（前年同期実績５２９億８４百万円、ただし情報技

術事業部門では４７２億９１百万円）と前年度を下廻りましたが、人件

費を含む全経費の削減に取り組み、利益面では営業利益３０億８７百

万円（同２１億２０百万円）、経常利益２５億９３百万円（同１２億５５百万円）

と大幅に伸長することができました。また、当期利益は１０億６４百万

円（同△３５３億７２百万円）となりました。

　なお、当期の配当につきましては、いまだ経営再建途上にあること

から、誠に遺憾ながら引きつづき無配とさせていただきたいと存じ

ます。株主の皆様のご期待にお応えすることが出来ず衷心よりお詫

び申し上げます。



貸借対照表 （平成１２年３月３１日現在）

繰　延　資　産 ５３,３７５

５３,３７５

資　産　合　計 ５５,９９４,７４８

科　　　目

【　資　産　の　部　】
流　動　資　産

固　定　資　産

現 金 及 び 預 金           
受 取 手 形
売 掛 金           
自 己 株 式
仕 掛 品
材 料 ・ 貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
前 払 費 用
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
その他の流動資産
貸 倒 引 当 金

４，５３２,９９９
１３,４９０

２７,９６１,７８５
３,８３７

２,３４２,８５９
９９,８１６
９９,３９９
１９９,７７５
１１０,２９４
４７０,４００
３８１,６７７

△　８３,６００

３６,１３２,７３５

１９,８０８,６３７

金　　　額

投 資 有 価 証 券           
子 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金           
固 定 化 債 権
敷 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金

新 株 発 行 費

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌
什 器 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権

３,０６８,５０４
５,８３７

１８１,６３１
５,０１２

６６０,７９６
５,１４０,５２６
３１,５００

３８２,３９９
５２,０１７

５,６２５,６４７
１６４,２６４
１９０,５５６
２０３,３５０
４,３４２,７５３
１,１３６,８８１
２,６７１,２００
４６８,６３３

△　４,５２２,８７８

 ９，０９３，８１０  

無形固定資産 　４３４,４１７

投　 資　 等 　  １０,２８０,４０９

負債・資本合計 ５５,９９４,７４８

資　本　合　計 １７,２１２,９３５

科　　　目

【　負　債　の　部　】

【　資　本　の　部　】

流　動　負　債

固　定　負　債

買 掛 金
短 期 借 入 金
１年以内返済予定の
長 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
前 受 金
賞 与 引 当 金
その他の流動負債

６,２８６,３３２
２６,７２０,０００

２,３６５,０００

７０３,０９０
３０３,９５８
８７,０００

１,０２２,０１８
５５１,７６９
１７２,１０８

３８,２１１,２７７

５７０,５３５

資　　本　　金 ８,７５８,４８１

法　定　準　備　金 ７,４７４,４７０

剰　　余　　金 ９７９,９８３

（単位：千円）

金　　　額（注）

７,４７４,４７０

（１,０６４,３１０）

預 り 保 証 金

退 職 給 与 引 当 金

資 本 準 備 金

当 期 未 処 分 利 益

（ うち 当 期 利 益 ）

４７,３７０

５２３,１６５

９７９,９８３

負　債　合　計 ３８,７８１,８１３

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．親会社に対する債権� 　短期金銭債権�

　　親会社に対する債務� 　短期金銭債務�

３．子会社に対する債権� 　短期金銭債権�

　　　　　　　　　　　　　　長期金銭債権�

　　子会社に対する債務� 　短期金銭債務�

４．有形固定資産の減価償却累計額�  　　　　　　

５．リース契約による固定資産

　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及びその周辺機器並

　　びに自動車等をリース契約により使用しております。

６．重要な外貨建資産・負債　子会社株式�

      

７．担保に供している資産�　土　　　　地�   

　　　　　　　　　　　　　　建　　　　物�   

　　　　　　　　　　　　　　投資有価証券�   

８．保　証　債　務�    

９．１株当たりの当期利益�   

有形固定資産

１４６,１２５千円

９,９７３千円

１３４,９３０千円

９２６,３４９千円

４０７,７７８千円

３,２２７,７１３千円

２９,３４２千円

（４,６２０千フィリピン・ペソ)

７９５,４３０千円

４７１,１５３千円

７８３,１１０千円

２,６３１,４９２千円

１４円０３銭



金　　　　　額

【営業損益の部】

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

３５,１７２,１８３

７,１８６,６７０

【営業外損益の部】

受取利息・配当金

その他の営業外収益

６１,８４６

４８５,９０１

営　業　利　益

営業外収益

支 払 利 息

その他の営業外費用

４８１,３２３

５５９,６１８

営業外費用

固 定 資 産 売 却 益

投資有価証券売却益

２２

１０６,６７３

税 引 前 当 期 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益

前 期 繰 越 損 失

過 年 度 税 効 果 調 整 額

減資による繰越損失補　額

当 期 未 処 分 利 益

特 別 利 益

固定資産売却除却損

関係会社等清算損

貸倒引当金繰入額

早期退職者退職金

１１,９１９

１３５,８４７

２６５,５７０

２０９,８９０

特 別 損 失

経　常　利　益

４５,４４５,９１８

４２,３５８,８５３

５４７,７４８

３,０８７,０６５

１,０４０,９４１

１０６,６９６

２,０７７,３４１

１,０１３,０３１

１,０６４,３１０

１８,６７４,０２０

４,０６９,６３１

１４,５２０,０６３

９７９,９８３

８５，０００

９２８,０３１

６２３,２２７

２,５９３,８７１

科　　　目

経

常

損

益

の

部

特

別

損

益

の

部

損益計算書（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）

（単位：千円）

（注）１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．親会社との取引高� �

   �

３．子会社との取引高� � 　

   �

   �

４．関係会社等清算損の内訳��

   �

   �

１３９,２１７千円

５１,６２５千円

３１,１６３千円

１,５８３,１７５千円

２５,５２１千円

７８,８２２千円

４,６５０千円

５２,３７５千円

売 　 　 上 　 　 高  

営業取引以外の取引高

売 　 　 上 　 　 高

仕 入 及び外 注 高 等

営業取引以外の取引高

子 会 社 清 算 損

関 係 会 社 清 算 損

その他の会社清算損



■営業成績及び財産の状況の推移

■�設備投資及び資金調達の状況

　①�設備投資の状況

　　特記すべき事項はありません。

　②�資金調達の状況

　　金融機関からの借入によって資金調達を行っております。

　　当期は平成１１年８月１２日に第三者割当増資（引受先：セコム株式会社）

　　を実施し、１５０億円の資金を調達し財務体質の改善を図りました。

■会社が対処すべき課題

　当社は今後セコムグループの一翼を担って、ＧＩＳを基軸とする新

情報サービス事業に注力し、官公庁及び民間市場でのＧＩＳ普及に貢

献して参りたいと存じます。特に、民間企業におけるＧＩＳの活用はま

だ日が浅く、潜在市場は非常に大きいため、民間向けの地図データ

及び各種データ等のデジタルコンテンツの提供と企業向け業務パッ

ケージソフトの拡販を進めております。

　さらに経営の管理面では、現場情報の即時伝達と経営内容の透明

性を高めるため経営管理システムの全面変更を決断し、ＥＲＰ（統合

型企業情報システム）として世界的に評価の高いドイツＳＡＰ社のＲ/

３を導入いたしました。本システムは平成１１年８月より開発に着手し、

８ヶ月弱というきわめて短期間でのシステム構築を成し遂げました。

これにより、平成１２年４月より運用を開始し、情報の付加価値化と業

務効率の向上をめざす所存であります。

　なお、当社は平成１１年８月３日公正取引委員会より千葉市発注業

務に対する営業行為に関し、同業他社２９１社とともに独占禁止法に

基づく排除勧告を受けました。当社としましてはこの勧告を厳粛に

受け止め、独占禁止法遵守委員会の設置、遵守マニュアルの改訂、全

国各拠点での研修会の開催等を実施し、遵法経営の重要性を全社に

周知徹底しております。

　

（注）

受 注 高

売 上 高

当 期 利 益

１株当たり当期利益

純 資 産

５１,２６８

５５,７９０

２１４

２円１８銭

３２,２１１

４６,８４５

５１,８６９

２３９

２円４３銭

３２，４５１

４５,５９３

４５,４４５

 １,０６４

 １４円０３銭

 １７,２１２

４６，８９３

５２，９８４

△ ３５，３７２

△ ３５８円６５銭

△ ２，９２１

（単位：百万円）

区　　　分
第４９期 第５０期 第５１期 第５２期

（平成８.４～９.３）（平成９.４～１０.３）（平成１０.４～１１.３）（平成１１.４～１２.３）

１．第５１期以前の受注高は情報技術事業部門のみ記載しております。
２．第５２期より工事進行基準を採用しております。



利益処分

重要な会計方針

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

収益の計上基準
　請負業務の売上高の計上につきましては、従来は工事完成基準によってお
りましたが、期間損益の実態を的確にとらえるため、当期から工事完成基準に
加え、長期の請負業務につきましては工事進行基準を適用することに変更い
たしました。
　なお、工事進行基準適用による当期の影響額は次のとおりであります。

税効果会計の適用
　財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計を適用して財務諸表を
作成しております。これに伴い、従来の税効果会計を適用しない場合と比較し、
繰延税金資産３,１４１,６００千円（流動資産４７０,４００千円、投資等２,６７１,２００千円）
が新たに計上されるとともに、当期利益は９２８,０３１千円少なく、当期未処分利
益は３,１４１,６００千円多く計上されております。

（単位：円）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

３．固定資産の減価償却方法

４．繰延資産の処理方法

５．引当金の計上基準

最終仕入原価法
個別法による原価法
最終仕入原価法

定額法（ただし、車輌については定率法）
定額法（ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社
内における見込利用可能期間（５年） ）
定額法

商法の規定に基づき期間内に毎期均等償却  

債権の貸倒による損失に備えるため、個別評価債権の繰
入額及び一括評価債権の繰入額（法人税法の経過規定
による）を計上しております。
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給
見込額に基づき計上しております。
従業員の退職給与に充てるため自己都合期末退職金要
支給額の４０％を計上しております。
なお、一部について適格退職年金制度を採用しております。
�

６．リース取引の処理方法

７．.消費税等の会計処理

（会計処理方法の変更）

（追　加　情　報）

　移動平均法による原価法　 　

材 料
仕 掛 品 �
貯 蔵 品

有形固定資産�
無形固定資産

長期前払費用�

新 株 発 行 費 �

貸 倒 引 当 金 �

賞 与 引 当 金

退職給与引当金

売 上 高 増 加 高 �
売上原価増加高�
売上総利益増加高�

２,９７７,０４３千円
２,４４９,３００千円
５２７,７４３千円

９７９,９８３,５８４

９７９,９８３,５８４

当 期 未 処 分 利 益

これを次の通り処分いたします。

次 期 繰 越 利 益



役　　員 （平成１２年６月２９日現在）

代表取締役社長

代表取締役副社長

専 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

庶務事項

　平成１１年６月２９日午前１０時より東京都目黒区下目黒１丁目８番１号目
黒雅叙園４階「花苑」の間において第５１回定時株主総会を開催し、次のと
おり報告並びに決議されました。
�
報告事項　
　　　　　平成１１年３月３１日現在貸借対照表並びに第５１期（平成１０年
　　　　　４月１日から平成１１年３月３１日まで）営業報告書及び損益計
　　　　　算書報告の件　　　�
決議事項
　第１号議案　
　
　
　第２号議案　
　　　　　　　
　第３号議案　

　第４号議案

　第５号議案　

�
　第６号議案
　

当期中に開催された取締役会において決議された主な事項は、第５１回定時株主
総会の招集、第５１期決算書類案の決定、第５２期中間決算の決定、その他業務執
行に関する重要な事項等であります。

当期中の登記事項は次のとおりであります。
平成１１年６月２９日

平成１１年８月１０日

平成１１年８月１２日　

第５１期損失処理案承認の件
本件は、原案どおり承認可決され、期末配当金は無配と決定いた
しました。
資本減少の件
本件は、原案どおり承認可決されました。
第三者割当増資による新株式発行の件
本件は、原案どおり承認可決されました。
定款一部変更の件
本件は、原案どおり承認可決されました。
取締役１５名選任の件
本件は取締役に福本英三、平 武俊、竹内治男、小室 彬、菅原 擴、
大　雅宣、佐久間耕二、深山英房、高島正之、大嶽貞夫、金子芳春、

浅田真治、中井昭彦、大塚 彰、小松崎常夫の各氏が選任され、そ
れぞれ就任いたしました。
監査役１名選任の件
本件は、清水喜弘氏が選任され、就任いたしました。

監査役　立川秀夫氏の辞任登記
代表取締役大嶽貞夫（新任）、福本英三（重任）、取締役小松
崎常夫（新任）、平 武俊、佐久間耕二、深山英房、竹内治男、
小室 彬、菅原 擴、大　雅宣（以上重任）、大塚 彰、金子芳
春、浅田真治、中井昭彦（以上新任）、監査役清水喜弘（新任）
の各氏の就任登記
無償減資による発行する株式の総数、発行済株式総数及び資
本の額の変更登記
第三者割当増資による発行済株式総数、資本の額の変更登記

２．取締役会

３．商業登記

１．株主総会

以　上



会社の概要

主な事業所

設 立

資 本 金

発 行 済 株 式 総 数

事 業 内 容

登 録 ・ 免 許

本 社

ＧＩＳ 総 合 研 究 所

東 北 営 業 本 部

東 日 本 営 業 本 部

首 都 圏 営 業 本 部

中 部 営 業 本 部

関 西 営 業 本 部

中 四 国 営 業 本 部

九 州 営 業 本 部

国土空間情報事業本部

コンサルタント事業本部

公共ＧＩＳ事業本部

ビジネスＧＩＳ事業本部

ＥＳＲＩ事 業 本 部

フレッシュマップサービス事業本部

〒１５３-００４３

〒１５３-００４３

〒９８０-６１１９

〒１５３-８５５５

〒１５３-８５５５

〒４６１-００２５

〒５５０-０００５

〒７３０-００３７

〒８１２-０００７

〒１５３-００４３

〒１５１-００５３

〒１５３-００４３

〒１５３-００４３

〒１５３-００４３

〒１５３-００４３

Tel. ０３-５７２２-７６００

Tel. ０３-３７１５-４０１１

Tel. ０２２-２１７-００６２

Tel. ０３-３７１５-１６２１

Tel. ０３-３７１５-１６１１

Tel. ０５２-９７３-６６２７

Tel. ０６-６５３８-００３１

Tel. ０８２-２４８-３３９１

Tel. ０９２-４５１-３５２１

Tel. ０３-３７１５-１５３８

Tel. ０３-５３５１-５２７１

Tel. ０３-３７１５-１６１０

Tel. ０３-３７１５-１５３０

Tel. ０３-３７１５-１６０１

Tel. ０３-３７１５-１５３０

東京都目黒区東山１-１-２

東京都目黒区東山１-１-２

宮城県仙台市青葉区中央１-３-１

東京都目黒区東山２-１３-５

東京都目黒区東山２-１３-５

愛知県名古屋市東区徳川１-１５-３０

大阪府大阪市西区西本町１-１２-１７

広島県広島市中区中町３-１１

福岡県福岡市博多区東比恵４-３-１０

東京都目黒区東山１-１-２

東京都渋谷区代々木４-９-５

東京都目黒区東山１-１-２

東京都目黒区東山１-１-２

東京都目黒区東山１-１-２

東京都目黒区東山１-１-２

（建設大臣）　

（建設大臣）

（建設大臣）　

（通商産業大臣）　

（建設大臣）　

（国土庁長官）

（建設大臣）

（東京都知事）

第（１１）―５６号　

建１１第１１５５号

質９第２４号

（関）１０１１００６６　

補１１第６８８号

（２）第１４４号

（般―１２）第８９６０号

第３４９１８号

　 　 　 　

測 量 業 者

建設コンサルタント

地 質 調 査 業 者

システムインテグレータ

補償コンサルタント

不 動 産 鑑 定 業 者

一 般 建 設 業 者

一級建築士事務所

昭和２４年７月１５日

８，７５８，４８１，７００円（平成１２年３月３１日現在）

　 ７５，８５１，３３４株（平成１２年３月３１日現在）

航空写真撮影・測量、地上測量、地図情報サービス、ＧＩＳソフト販売、土木設計、

環境調査・アセスメント、道路調査、地質調査



決 算 期
定 時 株 主 総 会
利 益 配 当 金

株 式 名 義 書 換

公 告 掲 載 新 聞

毎年３月３１日
毎年６月
毎決算期日の最終の株主名簿に記載された株主及び実
質株主名簿に記載された実質株主又は登録質権者に支
払う
名義書換代理人
　東京都千代田区丸の内１丁目４番３号
　東洋信託銀行株式会社
同事務取扱所
　東京都江東区東砂７丁目１０番１１号
　（郵便番号 １３７-８０８１）
　東洋信託銀行株式会社  証券代行部
同取次所
　東洋信託銀行株式会社全国各支店
　野村證券株式会社全国本支店
名義書換停止期間
　毎年４月１日から４月３０日までの１カ月間
　その他必要あるときはその都度公告する一定の期間
名義書換手数料
　無　料
東京都において発行する日本経済新聞

株 主 メ モ


